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はじめに 

 

 アメリカで起きたサブプライムローンの破錠

を発端とする経済不況の波は，世界的規模に及

んでいる。特に，スポーツ組織を襲う波は，90年

代後半から本格化したバブル経済の崩壊に続い

た「第 2波」として日本に大きな影響を与えてい

る。日本スポーツ界の土台を根底から揺るがし

た「第 1波」では，地域との密着を目指すクラブ

チームや新たなリーグの発足など，スポーツビ

ジネスの新しいスタイルが全国各地で誕生した。

しかしながら，スポーツ組織に明確な方向性が

与えられたわけではない。 

 一方で，スポーツイベントは軒並み堅調で，特

に 2010 年はバンクーバー冬季オリンピック，

FIFA ワールドカップとグローバルな大会が開

催された。オリンピックとW杯は，権利を商品

化するというビジネスモデルを確立させており，

IOC および FIFA は経済不況下にありながら，

驚異的な成長を遂げており，スポーツ産業の市

場は 10兆円を超えるという試算がある。ここに

は大きなビジネスチャンスがあり，かつ，大きく

変革していくことは間違いない。 

 本稿では，IOC および FIFA が確立させた権

利の商品化というビジネスモデルに着目し，そ

の生成過程の背景と，組織の収支構造を検証す

る。また，企業のスポンサーシップにおけるスポ

ンサーバリューに関して考察する。 

第１章 スポーツビジネスの近代産業化 

 

１．ビジネスモデルの確立 

 1974 年国際オリンピック委員会（IOC）は，

その憲章で「アマチュア」という表現を「アスリ

ート」に置き換えて以降，アマチュアリズムとプ

ロフェッショナルとの一線が不明確となった。

日本では，1978年アマスポーツ初の冠大会であ

るデサントの「世界 8カ国陸上競技会」が開催さ

れた。満員のスタンドの熱気とそれに応える白

熱した競技の模様は，連続 5 時間の生中継で全

国に伝えられた。他の視点から見た場合，日本に

おいてスポーツがマーケットとして認識され，

スポンサーシップという形式の民間資本が導入

されることで資金の流入モデルが確立されたこ

とになる。 

 この傾向が顕著となるのは，大会組織委員長

ピーター・ユベロス氏によるロサンゼルス・オリ

ンピックの運営手法である。大会は結果として

運営費に税金を使用することなく，大会収支は 2

億ドルを超える黒字を生み出した。 

 収入（Revenue）のうち注目すべき点は次の 3

つである。 

① 公式スポンサー，サプライヤー権の確立 

② 公式マーク，ロゴ等のマーチャンダイジン

グ 

③ 独占放送権販売方式による放送権料アッ

プ 
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 いずれも「オフィシャル」という名目によって

「排他的かつ独占的な権利」を保証されたもの

である。このように，ユベロス氏がロス五輪で展

開した運営手法は，その後のオリンピックだけ

ではなく，W 杯あるいはサッカーリーグ運営，

さらにスポーツ全体のビジネスモデルとなって

現在に至っている。 

 ユベロス氏の「権利」というものに対する卓越

した思考は，「制限」するということにある。権

利とは許すことではなく，制限することにある

という考え方は，権利を保持しない者にとって

権利自体に価値が創出され，権利そのものがブ

ランディングされることになる。従来は，スポー

ツは公共的な存在であるという考えが一般的で

あった。しかし，スポーツをビジネスの側面から

考察した場合に，インタンジブルズである「権利」

を商品としてマーケットに投入するというビジ

ネスモデルを確立させた意義は大きい。 

 

２．スポーツビジネスとイベント 

２．１ IS −４ 

 1978年のサッカーW杯のアルゼンチン大会か

ら広告看板スポンサーセールスは本格的に始ま

った。FIFA（国際サッカー連盟）からスポンサ

ープロモート権を取得したアディダスの故ダス

ラー会長は，ロス五輪で実績をあげた電通と合

弁会社として ISL社を設立し，W杯のエージェ

ント権を獲得した。 

 サッカーのW杯は 4年を周期にして開催され

るため，4年を 1クールと考えられている。ISL

社はこの 1 クールを基本としてスポンサーシッ

プをパッケージ化した。これがインターサッカ

ー4（IS −4）の始まりである。当初の基本パッケ

ージに含まれていた大会は，以下のとおりであ

る。 

 表 1のパッケージ大会の試合数合計 75試合に

おける権利は，①広告看板掲出権，②公式スポン

サー称号権，および③欧州選手権とW杯のアイ

ドルマークの商業利用権である。 

 日本からは，キャノン，富士フィルム，日本ビ

クター，セイコーの 4 社が公式スポンサーとし

て参加した。ちなみに，大会の視聴者数は，90年

イタリア大会では 270億人，94年アメリカ大会

では 320 億人，98 年フランス大会では 370 億

人，02年日韓大会では 288億人，06年ドイツ大

会では 320億人であった。 

 

２．２ TOP 

 国際オリンピック委員会（IOC）は，夏冬の 

各大会組織委員会および世界 197 の国・地域の

オリンピック委員会（NOC）の権利を含んだ４

年間にも及ぶ「ワールドワイドスポンサーシッ

ププログラム」である The Olympic Program

（TOP）を考案し，1988年カルガリー冬季大会，

ソウル夏季大会から導入した。 

 オリンピックのスポンサーシップは，企業に

対して①大会公式エンブレム・マスコット，②公

式スポンサーとしての呼称の商業利用権を提供

することで，大会運営の資金調達を行うことを

目的としている。スポンサー契約は，原則として

商品カテゴリーの 1業種につき 1社のみと行い，

これにより契約したスポンサーは，オリンピッ

クを利用した企業活動を同業者のなかで独占的

に行うことで差別化を図る可能となる。 
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２．３ スポーツビジネスの産業化 

 W 杯およびオリンピックに代表されるスポーツイ

ベントによって確立されたスポーツビジネスの近代

産業化の特質は次の 5つと考えられる1。 

① スポーツ市場の拡大 

② スポーツのメディアバリューの向上 

③ 資金流入の制度化 

④ 資金の安定的確保 

⑤ ①～④の循環および相乗作用によるシス

テムの拡大 

 ここで注意しなければならないのは，スポー

ツビジネスの近代産業化は，一般的産業は既に

制度化された近代化であるという点である。資

本蓄積と拡大再生産を目的とした「財・サービス

と資本の安定した流通循環システム」というマ

ーケットの成立である。その要因には，メディア

の発展とスポーツのメディア化が，スポーツビ

ジネスを近代産業化をもたらしたといえる。 

 つまり，スポーツビジネスは，メディアの発達

とともにマーケットが拡大することで近代産業

化したものであり，権利ビジネスというインタ

ンジブルズを商品化することで資金の流入が可

能となり，今日になりようやく一般的な産業と

同列になるまでに発展したと考えられる。 

 

第２章 スポンサーバリュー 

 

 前章では，スポーツビジネスの近代産業化を

もたらした要因に，2大スポーツイベントに関連

するスポンサーシップというインタンジブルズ

の権利ビジネスの商品化と，メディア発達との

相乗作用にあると指摘した。 

 ここでのメディアとは TV・ラジオに代表され

る放送権を保持するマスメディアになるだろう。

マスメディアとは，特定少数の送り手が，何らか

の情報を不特定多数の受け手に向けて伝達する

際に用いられる手段であり，コミュニケーショ

ン手段の 1つである。それならば，送り手側と受

け手側の双方にとって価値が同一であって初め

てコミュニケーションが成り立つことになる。

つまり，受け手側にとって魅力的な情報が得ら

れる機会の媒体がマスメディアであり，情報に

対して何らかの付加価値を求めることで重要な

コミュニケーション手段となる。スポーツに対

してメディア媒体を通じて観戦する価値を見出

して初めて，受け手側は情報の受け手となりう

る。 

 本章では，スポンサーシップという権利ビジ

ネスの商品価値についての意義を検討する。 

 

１．２つの商品価値 

 魅力的な価値とは，排他的かつ独占的権利を

有したメディアを通じて，受け手である消費者

に受け入れられる。しかし，ここでの消費は，マ

スメディアからの情報を入手しただけであり，

第 1段階の消費にとどまっている。つまり，マス

メディアの情報を消費したことになる。この段

階では，スポンサーシップに対しては，消費段階

に至らず，潜在的消費者にとどまっている。スポ

ンサーシップが達成されるのは，この第２段階

である潜在的消費者が，自社の名称および商品

などを認知し購入消費することによって達成さ

れることになる。 

 

２．ブランド価値 

 スポーツビジネスにおいて，スポンサーバリ

ューは 2 つのプロセスを経て最終消費者によっ

て達成される。2大スポーツイベントによりビジネス

モデル化されたインタンジブルズの権利商品は，ス

ポンサーシップを得ることで，同業他社より差別化

できるという優位性を担保にし，市場において

顧客である消費者に対して，ブランド・エクイテ

ィを創出する2。特に，企業の名称や商品名に関
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する消費者への認知は，圧倒的に優位である。 

 ブランド・エクイティは 1991年に Aaker, D.

によって提唱されたモデルである。ブランド・エク

イティは図 1のような構成要素からなっている。詳

細については本稿では扱わないこととしたい3。 

上述のように，スポーツビジネスにおけるブ

ランド・エクイティには，①マスメディアを通じ

て「みる」際の価値，②スポンサーシップ（「さ

さえる」）の商品を購入する際の価値がある。 

 

３．定性情報としての限界 

 ブランド・エクイティには，数値化する際に限

界が生じる。測定に際してはアンケート調査等

により，一定時点までの数値化は可能である。し

かし，数値化の根拠には，アンケート調査の対象

者の恣意が混入する可能性があり，さらに貨幣

額に換算することは困難を極める。 

 そのため，スポンサーバリューを明確にする

ためにも，ブランド・エクイティを正確に貨幣額

で認識および測定する手法を確立させることが

重要である。 

 

 

第３章 収支構造の特性 

 

 ユベロス氏がロス五輪で活用した運営手法は，

その後のオリンピック，W 杯にとどまらず，ス

ポーツイベント全体の基本となり，スポーツビ

ジネスのモデルとなって今日に至っている。日

本においては，70 年代末にスポーツのビジネス

化が始まっていた。しかし，本格的には 80年代

に入ってからであり，「セイコー・スーパーテニ

ス」，「トヨタ・カップ」が 2大冠スポーツイベン

トと呼ばれていたが，現在では双方ともに形を

変えている。 

 本章では，スポーツにおけるビジネスモデル
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の収支構造を検証する。 

 

１．トヨタ・カップの成功例 

 当時「冠スポンサー」の支出には定まったもの

はなく，一般に大会事業経費の半分程度とテレ

ビ放送の電波料の半分程度が相場といわれてい

た4。つまり，スポンサー料は固定化されていな

かった。 

 しかし，トヨタ・カップでは海外の TVメディ

ア事情の変化5による海外放映権が収入源となり，

冠スポンサー料は固定化され，収支構造は安定

し，日本では異例の成功したスポーツイベント

となった。 

 表 2 からわかることは，広報活動とチーム招

聘に関わる事業費の割合が高いことが推測でき

る。トヨタ・カップはあくまでもスポーツイベン

トであり，スポーツビジネスであるが，スポーツ

組織の運営とは性質を異にすることは明確であ

る。後者は，所属するトップアスリートへの報酬

の割合が極めて高いことは明確である。また，昨

今のスポーツ離れによる視聴率の低迷によりス

ポンサーシップの価値は不明瞭である。スポン

サーシップに見合ったスポンサーバリューを明

確にする手法の必要性は高まっている。 

 

２．放送権料の高騰 

 2010年は，スポーツイベントが目白押しであ

る。バンクーバー冬季五輪に始まり，W 杯南ア

フリカ大会がある。まさに 2 大スポーツイベン

トがあり，TV放送権料は類を見ないほどに高騰

している。 

 1998 年フランス大会での TV 放送権料は約

162 億円だった。それまでの FIFA のスタンス

は，スポンサーシップなどによる広告料を主要

な収入であると考えており，試合の映像が世界

中で観戦されることで競技の普及につながるこ

とを重視し，放送権料を当て込む必要はないと

いう考え方であった6。 
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 しかし，2002年日韓大会の放送権交渉が行わ

れた 1996 年には，FIFAは態度を一変させた。

この背景には，IOC が TV 局から巨額の放送権

料を得るようになった商業化路線に歩調を合わ

せる形となった。結果として，放送権料が大会で

の収入の中心を担い，サッカー人気が強い欧州

を中心に有料衛星放送局が価格を競ってつり上

げることとなり，図 3 にあるように日韓大会の

テレビ放送権料はフランス大会の約 7 倍と一気

に跳ね上がることとなった。 

 それ以降のドイツ大会，南アフリカ大会は放

送権料の価格高騰が加速している。特に，南アフ

リカ大会は，2014年ブラジル大会とのセットで

放送権料が販売されており，欧米などの先進諸

国では 300～500 億円の価格設定となっている。

その結果として，南アフリカ大会の放送権料は

約 2,000 億円となっているがさらに上回る可能

性が残っている。 

 

３．収支構造 

 FIFA が 2010 年 3 月に公表した 2009 年度財

務報告書では，世界的恐慌の影響を受ける一般

企業の反応とは逆の強気の経営戦略が述べられ

ている。その結果として，2009年度の単年度収

入は 974 億円，支出 794 億円となり，180 億円

の利益をあげている（1ドル 90円に換算）。 

 上述したが，FIFA はＷ杯周期（4 年間）を 1

クールとみなしており，2003～2006年度のドイ

ツ大会に向けた数値が最新のデータとなってい

る。図 3 はこの期間の FIFA の収入構成を示し

たものである。このうち放送権料は 1,361 億円

と半分以上を構成している。来年発表予定であ

る南アフリカ大会に向けたクールでは，公表さ

れている 2009 年度までの決算状況を基に想定

すると，総額 3,400億円を超えて，さらに，放送

権料も 2,000億円以上になると思われる。  
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 表 3 は過去 6 大会の TV 視聴に関するデータ

の推移である。放送権料は 1998年フランス大会

を境にして高騰したが，2010年南アフリカ大会

と比較してもフランス大会以降の 2 大会と大差

ない視聴者数となっている。ここから推測でき

ることは，W 杯自体の価値が上昇し，放送権と

いう権利自体にブランド価値が創出されたこと

で貨幣額に換算した場合の価格も価値同様に上

昇したと考えられる。 

 また，チケット販売という貴重な収入は，開催

国によって多少のばらつきがある。表 4は，過去

の観客動員数と試合数などを示している。2010

年の南アフリカ大会は，初めてのアフリカ大陸

でのＷ杯開催となる。しかし，気軽にスタジアム

へ足を運ぶことが日常的である欧米とは違うこ

と，治安の不安面があることなどにより，マイナ

ス要素があるがチケット販売は，ドイツ大会と

同様のペースとなっているようである。 

 試合数も参加国の増加により，現在では 1970

年メキシコ大会の 32試合から 2 倍の 64試合と

なっており，かなりのチケット販売による収入

が見込まれる状況であり，安定した収入源の確
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保につながっているように思われる。 

 一方，支出については，Ｗ杯を含む各種国際大

会運営費などのイベント関連費用，開発途上国

への施設建設援助などのサッカー普及・育成関

連費用の同額が約 1,300 億円とＷ杯放送権料収

入とほぼ一致している。 

 収支構造からみると「Ｗ杯の価値をあげる」と

いう FIFAの経営戦略は，見事に成功を収めてい

る。Ｗ杯というブランドが，①スポンサーシップ

という権利および②放送権の獲得を目指す TV

局を代表とするメディアの双方の目的と合致し，

スポーツという公共性を根底に保有するものを

新たに付加価値を創出させるというビジネスモ

デルを確立させている。 

 

第４章 スポンサーバリューとしてのブランド価値 

 

１．スポンサーシップの構造 

 FIFA マーケティング TV 社（ FIFA 

Marketing& TV）は，2大会（2010年南アフリ

カ大会と 2014年ブラジル大会）のスポンサーシ

ップおよび放送権の販売を，2004年から販売を

開始した。その目標額は，2大会で 60億ドルの

収益をあげることとしている。同時に同社はス

ポンサーシップおよび放送権に関して，新しい

枠組みを考え出した。 

 2006 年の大会では，公式スポンサーが 15 社

であり，公式サプライヤーが 6社の合計 21社と

なっていた。そのため，多数のスポンサーおよび

サプライヤーが存在したために，互いの権利を

侵害する事態を招き，問題となっていた。最も問

題となったのは「IT・AV 機器分野」であった。

そのカテゴリーには，「東芝」，「富士フイルム」，

「フィリップス」，「アバイア」，「ドイツテレコム」

という 5社の公式スポンサー体制となっていた。

その結果として，製品カテゴリーにおける排他

的かつ独占的な性質の確保が極めて困難となっ

ていた。 

 新しいスポンサーシップの構造では，この製

品カテゴリーを「デジタル・ライフ・カテゴリー」

として幅広い事業領域を包括ジャンルとして捉

えることで「１社」に限定することとし，「SONY」

が権利を勝ち取った。 

 権利内容は，2大会において，エレクトロニク

ス，エンタテイメント，ゲームなど SONYグル

ープの企業が，グローバルに FIFAのパートナー

として，広告・宣伝・各種イベントなどのマーケ

ティング活動を積極的に展開することが可能と

なった。同契約により，FIFA および FIFA・ワ

ールドカップをはじめとする各大会のパートナ

ーロゴや FIFA 映像ライブラリーの使用をはじ

めとし，各大会の競技場での広告ボード，TVス

ポンサー・クレジット，TV放送 CM枠の優先的

交渉権などメディアやイベントでの権利が

SONYに付与されることになる。 

 こうした新しいスポンサーシップ構造は次の 

とおりである。 

①  FIFAパートナー（6社） 

② Ｗ杯・スポンサー（6社） 

③  ナショナル・サポーター（4社） 

 「FIFAパートナー」は，今までのような単な

る広告スポンサーではなく，FIFAとコーポレー

トレベルでパートナーシップを結ぶという新し

いスポンサーシップである。当該企業は特別な

地位が与えられ，W 杯 2 大会（2010 年および

2014 年）および FIFAが主催する女子Ｗ杯，コ

ンフェデレーションカップなど40を超える大会

において，スポンサー企業としての各種権利を

行使することが可能となっている。「W杯・スポ

ンサー」は同大会だけをスポンサーする。また，

「ナショナル・サポーター」は，開催国の企業が

大会を協賛するもので，権利は開催国内に限定

されている。 
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 権利料は，今までの発表から推定すると，

「FIFAパートナー」は 1大会約 1億 5,000万ド

ル以上，「W杯・スポンサー」は 1大会約 8,000

万ドル，「ナショナル・サポーター」は 4,000万

ドル以上とみられている。従来はスポンサーの

地位によって権利料は一律であったが，今回か

ら産業カテゴリーにより幅が生じている。 

 「FIFAパートナー」の 6社は権利取得に関し

て支払われた推定額は，ソニー（約 330 億円），

コカ・コーラとアディダス（3億 5,100万ドル），

現代自動車と VISA7）とエミレーツ航空（1 億

9,500万ドル）である。その他スポンサーは以下

のとおりである。 

 

２．スポンサーバリューの意義 

 企業にとってスポンサーシップを経営戦略と

して考えた場合には，単なる「スポーツの場にお

ける広告」と考えるだけではなく，スポンサーに

なることでの企業活動のあらゆる局面でのシナ

ジー効果を期待することになる。当然ながら，ス

ポンサーシップによる権利取得にかける費用は，

企業が認識・測定する収益を下回らなければな

らない。スポンサーとしての企業名の過度な露

出は，公共性という側面を損なうという危険性

も内包する。また，短期的な収益を目的とした場

合に，企業における収益はスポンサーとしての

支出と同調しない可能性もあり，企業戦略的に

十分な検討が必要である。 

 企業はスポンサーバリューとして，企業収益

の拡大は当然ながら考慮しなければならず，ひ

いては企業のブランド価値を増大させることを

意図しなければならない。つまり，スポンサーシッ

プという消費者とのコミュニケーションにより，「インプ

レッションの心の蓄積」を目指し，「認識されることに

よる機能的，感情的ベネフィット」を得なければなら

ない。それらの行為が，消費者の購買行動を促し，

企業における収益の拡大につながることを意図

しなければならない。 

 表 5 はインターブランド社が毎年公表するブ

ランド価値評価のリストから，FIFAとのスポン

サーシップを締結している企業でリスト中にあ

る企業を抽出したものである。ここで注目したい

のは SONY であり，マイナス 12％と価値が減少し

ているが，FIFAパートナーとして支出した約 330億
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円に見合ったブランド価値の創出が今後可能となる

かどうかである。2010年南アフリカ大会でのメデ

ィア露出はかなり期待でき，その結果が消費者

の購買につながるかどうか，2010年度の結果公

表で検証しなければならない。 

 スポーツ産業において，スポンサーシップが

もたらすスポンサーバリューは重要なビジネス

モデルであり，さらに発展成長する可能性を秘

めている。スポーツイベントにとどめるだけで

はなく，経済不況下の影響を受けるスポーツ組

織の運営に対して，的確なビジネスモデルを構

築させなければならない。 

 

おわりに 

 

 スポーツに関する情報は，街のいたる所に溢

れて目にしない日はない。スポーツは我々にとっ

てとても身近な存在で，健康ブームと相まって深く

生活に入り込んでいる。しかし，大きな問題は，ス

ポーツを正しく認識されておらず，「体育」と「ス

ポーツ」が混同されていることである。 

 「スポーツ」はビジネスであり，マネジメント

が必要である。「体育」は学校制度に依拠し，そ

れ以降は「企業スポーツ」として企業に依存して

きたため，スポーツ組織をマネジメントすると

いう認識が欠如している。スポーツは他の産業

にはない感動を与える空間エンターテイメント

である以上は，マネジメントという概念は必須

であり，人材育成は喫緊の課題である。 

 スポーツを「する・みる・ささえる」という側

面からスポーツ組織にスポンサーシップによる

ビジネスモデルをさらに確立させ，スポンサー

バリューによる企業価値の創出が，企業の経営

戦略の１つとして認識される必要がある。その

ためにも，スポンサーバリューの有用性が明確

に定義づけなければならいという課題もある。 

 現状では，スポンサーバリューは資金投資効

果を上回ることが理想である。しかし，TV視聴

離れが進展する今日において，当該価値を測定

する手法は，TVでの CM料換算などという時代

にそぐわないのが現実である。 

 スポンサーシップは「広告宣伝」という役割を

終え，「CSR（corporate social responsibility）：

企業社会的責任」としての社会への貢献活動の

段階へとシフトしている。スポーツ団体に資金

を投下することにより，スポーツコンテンツの

活動を担保することが，企業の利害関係者を豊

かにするという考え方が，スポーツと企業との

関連性を明確に示すことになると考えられる。 
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